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１．背景



案件組成

事業化

事業実施

クレジット獲得

JCM事業の流れ 支援スキーム

JCM実現可能性等調査

翌年度以降に実施するJCMプロジェクトの具体的計画の立案
及び潜在的なプロジェクトの実現可能性の検討

JCM大規模案件形成可能性調査

都市レベルの協力を含む潜在的な大規模JCMプロジェクトの

実現可能性の検討

JCM設備補助事業

エネルギー起源CO2排出削減のための設備・機器を導入する
事業に対し、初期投資費用の1/2を上限とした補助により支援

調
査
支
援

事
業
支
援

“一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援

JICAの海外投融資を受ける事業等と連携し、温室効果ガス
（GHG）排出削減を行うプロジェクトを支援

環境省平成26年度 JCM関連事業
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実現可能性等調査

• JCMの下で実プロジェクトを組成しJCM登録を目指すための、
プロジェクトの実施計画・資金計画の立案と当該プロジェクトに
適用可能な方法論の開発を行う
（PS終了時には、翌年度設備補助事業を開始できる状態を想定）

案件組成調査（PS）

• JCMの下での実施が見込まれるプロジェクトを対象として、
当該プロジェクトの実現に向けた実施計画・資金計画の立案と
当該プロジェクトに適用可能な方法論の開発を行う

実現可能性調査（FS）

• JCMを活用してREDD+を行うため、プロジェクトの実施計画・資金計画の
立案と当該プロジェクトに適用可能な方法論の開発及び実証を行う

REDD+実証調査
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モンゴル:
◆10MW級太陽光発電施設の導入による

エネルギー供給の安定化
◆保温施工による石炭火力発電所の効

率改善

スリランカ:
◆10MW級バイオマス利用発

電によるグリッド電力代替

カンボジア:
◆プノンペン水道公社における浄水

場設備の高効率化によるエネル
ギー削減

◇プレイロング地域及びセイマ地域
におけるREDD+

インドネシア:
◆ホテルにおけるコジェネレーションシステムの導入
◆板ガラス製造工場における廃熱回収・発電
◆製紙工場における省エネ型段ボール古紙処理システムの導入
◆3.7MW流れ込み式小水力発電
◇情報通信技術を活用したREDD+事業実施の効率化

ミャンマー:
◆ヤンゴン市における廃棄物発電
◆パーム製油廃水(POME)からの発酵メタン

利用と環境改善

◆-- JCM案件組成調査（PS）
◆-- JCM実現可能性調査（FS）
◇-- REDD+実証調査（REDD+）

ベトナム：
◆ホーチミン市における統合型廃棄物発電
◆浄水施設における最適ポンプ導入に係る省エネルギー

◆灌漑用高効率ポンプ導入による省エネルギー
◆ラオカイ省における40MW級水力発電
◆生ごみと腐敗槽汚泥の混合処理によるバイオガス回収利用
◆製糖工場におけるバガス利用コジェネレーションの導入

バングラデシュ:
◆ 織布分野における高効率エアジェット織

機導入による省エネルギー

◆繊維工場染色過程における廃熱回収・
利用技術の推進

ラオス:
◆セメント焼成工程における農業系

バイオマスによる石炭代替
◇ルアンパバーン県におけるREDD+

ケニア:                                                 
◆超々節水トイレ導入による省エネルギー

平成26年度 JCM PS/FS/REDD+ 案件一覧

エチオピア:                                                 
◆20MW級地熱発電

モルディブ:
◆エネルギー管理システム(EMS)を

用いた太陽光発電・蓄電池利用シ
ステム

パラオ:
◆小規模太陽光発電

コスタリカ:
◆タクシー用途での電気自動車利用促進
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２．課題提起



課題提起：これまでの経験から

H25年度にJCM設備補助事業を開始

– 採択後、やむを得ず取下げになる場合も

補助事業の前段階であるPS／FS／REDD+
– PS/FSから設備補助に繋がる事例が少ない

「事業化」に大きな課題
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事業化までのギャップ①

外的要因 • 途上国ならではの事業の難しさ
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内的要因

• ホスト国関係者との折衝の難しさ

• 事前調査・準備を徹底することの難しさ

（蓋を開けてみたら・・・）
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事業化までのギャップ②



３．事業化に向けて



JCMの事業パターン
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設備売切り型

現地事業
実施型

• 日本法人がホスト国で新たに特別目的会社（SPC）

を設立し、事業を実施するケース

※SPCは100%出資、合弁どちらでも可

• ホスト国の法人へ設備を販売するケース

※現地法人への販売だけでなく、例えば日本法人が

現地子会社や関連会社へ設備を販売する場合も可



事業化に向けた要検討ポイント①

観点 設備売切り型 現地事業実施型

事業実施体制

• 代表事業者の早期確定

• 国際コンソーシアム協定の締結

• ホスト国の事業実施主体の経営体制・意思決定手段の確認

• MRV実施についての理解・合意形成

• 事業継続及び2020年までのMRV実施を担保する体制の構築

• 販売先の意思決定者による、

購入についての承認取付

• 出資パートナーの事業参画

についての承認取付

許認可・制度
• 許認可取得の要不要及び、取得にかかる期間の確認

• 制度の有無・内容と運用実態の把握（FITや入札等）

収益性 • 少なくとも設備補助応募までに、事業収益性の計算
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事業化に向けた要検討ポイント②
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観点 設備売切り型 現地事業実施型

資金調達

• 販売先の予算確保と投資決定

• 販売先が融資利用の場合は金

融機関との交渉及び確約

• 事業パートナーの投資意思

を確約、出資比率の検討

• SPC設立に融資利用の場合、

金融機関との交渉及び確約

スケジュール

• 販売先の購買スケジュールと

設備補助のタイミング確認

（特に入札の場合は注意）

• SPC設立に向けた、

スケジュールの調整・合意

共通事項

• 可能な限りエビデンスを取得

一次情報の確認（法律、条令など）

重要事項の文書（MoU、LoI等）での合意取得

※「○○であると聞いている」は危険



まとめ

調査から補助事業、そしてJCMプロジェクト登録

設備補助・調査において、様々な課題

まずは事業化を最優先にした調査を
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ご清聴ありがとうございました

公益財団法人 地球環境センター（GEC）

東京事務所
住所 〒113-0033 東京都文京区本郷3-19-4 本郷大関ビル5F

電話 03-6801-8860 / FAX 03-6801-8861

メール cdm-fs@gec.jp (FS等調査事業窓口)／ jcm-sbsd@gec.jp (設備補助事業窓口) 

Web http://gec.jp/jp / JCM事例紹介ページ http://gec.jp/jcm/jp/


